
第 23 Ｍ＆Ｔ研修会　参加者募集のご案内

● 日　　　 時 2020 年 9 月 16 日 （ 水 ） 13 ： 00 ～ 17 ： 00

● 会　　　 場 名古屋中小企業投資育成㈱　研修室

● 講　　　 師 野口＆パートナーズ法律事務所　代表パートナー　弁護士　野口　大　氏

● 対　象　者 経営者、総務・人事部門の幹部、管理・監督者、実務担当者

● 持　ち　物 筆記用具

● 受  講  料
１名 円 円 　消費税込み

● 研修のねらい

● カリキュラム

名古屋中小企業投資育成株式会社 ／ 株式会社投資育成総合研究所

※カリキュラムは一部変更させていただく場合がございます。ご了承くださいますようお願いいたします。

 ３．研修時間、待機時間、移動時間、清掃時間、

 　　持ち帰り残業は労働時間か  ６．質疑応答

　（１）ガイドライン

　（２）実は非常に微妙で争いの多い分野

　（１）どういう場合に過労死が労災認定されるか  ５．事業場外労働みなし労働、裁量労働制

　（２）労災認定の後の巨額賠償請求 　（１）事業場外労働（テレワーク含む）

　（２）裁量労働制

　（３）実効性確保のために注意指導・懲戒処分

 ２．管理職も危ない過労死予防としての長時間 　（４）実態調査の方法

　　 労働削減

　（１）３６協定でよくあるミス  　　することが重要

　（２）改正内容 　（１）タイムカード通りでもサービス残業は発生する

　（３）実務上の留意点 　（２）労働時間について対従業員説明

回

労働時間管理の法的留意点とトラブル防止のポイント
～基礎知識に加え労働時間法制の最新動向や最近の裁判例も踏まえて管理方法・実務を具体的に解説～

　　　 【紛争実例紹介】

　働き方改革関連法が施行され、2020年4月から中小企業においても労働時間の上
限規制が適用開始となり、企業には長時間労働の是正に向けた適切な労働時間管理
が求められています。また、近時、労働基準監督署における長時間労働に対する監督
指導が強化され、４６通達の改正によって何が労働時間にあたるのかという議論が活発
になっています。
　本セミナーでは、労働時間法制の最新動向や最近の裁判例を踏まえながら、実務で
対応すべき労働時間管理の諸問題について具体的に解説します。

投資先企業 投資先以外
5,500          11,000  

 １．３６協定による残業規制と労基法改正  ４．業務上ではなく「本当の」労働時間を把握



●定　　　　 員　 １８ 名　（申し込み先着順・定員に達し次第締め切らせていただきます）

●申込締切日 年 8 月 26 日 （ 水 ）

●お申し込み・キャンセルについて
　①下記の「受講申込書」に必要事項をご記入の上、ＦＡＸにてご送付下さい。

　②申し込み受付後、「受講証」と「請求書」をお送りしますので銀行振込にてお支払下さい。なお、開催日の１週間前になっても

 　　受講証が届かない場合は、お手数ですが下記お問い合わせ先までご連絡下さい。

　③申込締切日前でも定員を超える申込みがあった場合には、お断りさせていただくことがあります。

　④申し込み人数が５名以下の場合、やむを得ず開催を中止させていただくことがあります。

　⑤受講の取消しをされる場合は、開催日の前日より数えて３営業日前（土日・祝日、年末年始を除く）の午後５時までにご連絡下

　 　さい。それ以降のキャンセルに関しては受講料をご返金できませんので、ご了承下さい。

株式会社投資育成総合研究所　Ｍ＆Ｔ研修会事務局　（担当）原、加藤

ＴＥＬ ： 052-581-9545 ＦＡＸ ： 052-583-8501 Ｅ-maiｌ ： mandt＠sbic-cj.co.jp

株式会社投資育成総合研究所　М＆Ｔ研修会事務局　宛

年

9 ／ 16

貴　社　名

〒 -

- - - -

※　申込書にご記入いただきました個人情報は、研修参加者名簿として研修の運営及び講師の参考資料として使用するほか、

　　 関連するアフターサービス、セミナー案内に関する情報のお知らせのために利用致しますが、他の目的には利用致しません。

必要事項をご記入の上、切りとらずＡ４のままＦＡＸにてご送付下さい。

ＦＡＸ　０５２－５８３－８５０１

2020 研修番号
受講申込書 労働時間管理の法的留意点とトラブル防止のポイント

住　　　所

23

講　　師　　紹　　介

お申し込み・お問い合わせ先

〒450-0003　名古屋市中村区名駅南一丁目16番30号　東海ビル7階（名古屋中小企業投資育成㈱内）

2020

野口＆パートナーズ法律事務所
野口＆パートナーズ・コンサルティング株式会社

代表パートナー/弁護士
代表取締役 野口

ノグチ

　大
ダイ

　氏

平成２年司法試験合格、平成３年京都大学法学部卒業、平成14年ニューヨーク州コーネル大学ロー
スクール卒業。
企業法務・人事労務に強い弁護士として、労働裁判や労基署調査、団体交渉等を専ら会社側・経営者
側の立場で数多く手がけている。裁判のみならず、現場に入って社員面談等を行って紛争を予防する
等、数少ない「人事労務コンサルタント型弁護士」であり、北海道から沖縄まで全国の多数の企業・
経営者のブレーンをつとめている。

連絡担当者

ＴＥＬ ＦＡＸ

Ｅメールアドレス （任意）
氏　　　名 所属名／役職名 研修会ご案内のための登録が不要の場合は、□ に✔をご記

入ください。　　　 □ 研修会案内登録を希望しない

受　講　者

所属名／役職名 氏　　　名　（フリガナ）


